
【表紙】
 

【提出書類】 公開買付届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2026年６月25日

【届出者の氏名又は名称】 メディア株式会社

【届出者の住所又は所在地】 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区丸の内二丁目７番２号

【電話番号】 03-6212-6400

【事務連絡者氏名】 代表取締役　　富井　正浩

【代理人の氏名又は名称】 該当事項はありません。

【代理人の住所又は所在地】 該当事項はありません。

【最寄りの連絡場所】 該当事項はありません。

【電話番号】 該当事項はありません。

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 メディア株式会社

（東京都千代田区丸の内二丁目７番２号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

　（注１）　本書中の「公開買付者」とは、メディア株式会社をいいます。

　（注２）　本書中の「対象者」とは、オリコン株式会社をいいます。

　（注３）　本書中の「法」とは、金融商品取引法（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）をいいます。

　（注４）　本書中の「府令」とは、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵

省令第38号。その後の改正を含みます。）をいいます。

　（注５）　本書中の記載において、日数又は日時の記載がある場合は、特段の記載がない限り、日本国における日数又

は日時を指すものとします。
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１【公開買付届出書の訂正届出書の提出理由】
　2026年５月29日付で提出いたしました公開買付届出書につきまして、対象者が2026年６月25日付で事業年度第27期

（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）に係る有価証券報告書を関東財務局長に提出したことに伴い、訂正すべ

き事項が生じましたので、これを訂正するとともに、当該有価証券報告書を添付書類に追加するため、法第27条の８第

２項の規定に基づき、公開買付届出書の訂正届出書を提出するものです。

 

２【訂正事項】
Ⅰ　公開買付届出書

第５　対象者の状況

４　継続開示会社たる対象者に関する事項

(1）対象者が提出した書類

①　有価証券報告書及びその添付書類

②　半期報告書

６　その他

Ⅱ　公開買付届出書の添付書類

 

３【訂正前の内容及び訂正後の内容】
　訂正箇所には下線を付しております。
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Ⅰ　公開買付届出書

第５【対象者の状況】

４【継続開示会社たる対象者に関する事項】

（１）【対象者が提出した書類】

①【有価証券報告書及びその添付書類】

　　（訂正前）

　事業年度　第25期（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）　2024年６月26日　関東財務局長に提出

　事業年度　第26期（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）　2025年６月26日　関東財務局長に提出

　事業年度　第27期（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）　2026年６月25日　関東財務局長に提出予定

 

　　（訂正後）

　事業年度　第26期（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）　2025年６月26日　関東財務局長に提出

　事業年度　第27期（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）　2026年６月25日　関東財務局長に提出

 

②【半期報告書】

　　（訂正前）

　事業年度　第27期中（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）　2025年11月７日　関東財務局長に提出

　なお、対象者の第27期中半期報告書によれば、上記①の第26期有価証券報告書の提出後、当中間会計期間にお

ける役員の異動は、次のとおりとのことです。

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長 取締役 佐藤　直也 2025年７月23日

 

　　（訂正後）

　該当事項はありません。

 

６【その他】

　　（訂正前）

(1）「2026年３月期決算短信〔日本基準〕（連結）」の公表

　対象者は、2026年５月８日付で対象者決算短信を公表しております。当該公表に基づく対象者決算短信の概要は

以下のとおりです。なお、当該公表の内容については、法第193条の２第１項の規定に基づく監査法人の監査を受

けていないとのことです。詳細については、当該公表の内容をご参照ください。

 

①　損益の状況（連結）

決算年月
2026年３月期

（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

売上高 6,320百万円

売上原価 2,612百万円

販売費及び一般管理費 2,164百万円

営業外収益 96百万円

営業外費用 39百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 625百万円
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②　１株当たりの状況（連結）

決算年月
2026年３月期

（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１株当たり当期純利益 48.70円

１株当たり配当金 36.00円

 

(2）「のれんの減損損失の計上および通期連結業績予想と実績との差異に関するお知らせ」の公表

　対象者は、2026年５月８日付で「のれんの減損損失の計上および通期連結業績予想と実績との差異に関するお知

らせ」を公表しております。詳細については、当該公表の内容をご参照ください。

 

(3）「代表取締役の役職の変更に関するお知らせ」の公表

　対象者は、2026年５月８日付で「代表取締役の役職の変更に関するお知らせ」を公表しております。詳細につい

ては、当該公表の内容をご参照ください。

 

(4）「2027年３月期配当予想の修正（無配）に関するお知らせ」の公表

　対象者は、2026年５月28日付で「2027年３月期配当予想の修正（無配）に関するお知らせ」を公表しており、当

該公表によれば、対象者は同日開催の対象者取締役会において、本公開買付けが成立することを条件に、2027年３

月期の配当予想を修正し、2027年３月期の期末配当を行わないことを決議したとのことです。詳細については、当

該公表の内容をご参照ください。

 

(5）「当社株券等の大量買付行為への対応策（買収への対応方針）の非継続（廃止）について」の公表

　対象者は、2026年５月28日付で「当社株券等の大量買付行為への対応策（買収への対応方針）の非継続（廃止）

について」を公表しており、当該公表によれば、対象者は同日開催の対象者取締役会において、2023年６月28日開

催の第24回定時株主総会における承認可決及び同日開催の対象者取締役会の決定により継続していた本買収への対

応方針を、その有効期間が満了する2026年６月25日開催予定の第27回定時株主総会の終結の時をもって廃止とする

ことを決議したとのことです。詳細については、当該公表の内容をご参照ください。

 

　　（訂正後）

(1）「2027年３月期配当予想の修正（無配）に関するお知らせ」の公表

　対象者は、2026年５月28日付で「2027年３月期配当予想の修正（無配）に関するお知らせ」を公表しており、当

該公表によれば、対象者は同日開催の対象者取締役会において、本公開買付けが成立することを条件に、2027年３

月期の配当予想を修正し、2027年３月期の期末配当を行わないことを決議したとのことです。詳細については、当

該公表の内容をご参照ください。

 

(2）「当社株券等の大量買付行為への対応策（買収への対応方針）の非継続（廃止）について」の公表

　対象者は、2026年５月28日付で「当社株券等の大量買付行為への対応策（買収への対応方針）の非継続（廃止）

について」を公表しており、当該公表によれば、対象者は同日開催の対象者取締役会において、2023年６月28日開

催の第24回定時株主総会における承認可決及び同日開催の対象者取締役会の決定により継続していた本買収への対

応方針を、その有効期間が満了する2026年６月25日開催予定の第27回定時株主総会の終結の時をもって廃止とする

ことを決議したとのことです。詳細については、当該公表の内容をご参照ください。

 

Ⅱ　公開買付届出書の添付書類
　対象者が2026年６月25日付で事業年度第27期（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）に係る有価証券報告書を

関東財務局長に提出したため、府令第13条第１項第12号の規定による書面を本書に添付いたします。
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